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概要：国立環境研究所（NIES）では，幅広い分野の環境研究を学際的かつ総合的に進めている．1990年
10月，地球環境研究の中核的機関を目指し，地球環境研究センター（CGER）が発足したが，当初から
その構想には，「地球環境データベース」が含まれていた．それから 30年あまりの間，「地球環境データ
ベース」は時代に応じて形を変えながらも CGERのデータ基盤として発展してきた．本稿では，データ
を取り巻く状況が大きく変わる中で，地球環境データベースがどのように変遷してきたかについて振り返
るとともに，研究データの公開・利活用促進に向けた現場の取り組み，技術の発展だけでは解決できない
課題や将来展望について述べる．

キーワード：地球環境研究，研究データ基盤，データベース，DOI，オープンサイエンス

Global Environmental Database 
- Three decadal advances towards the future -

TOMOKO SHIRAI 1,a)

Received: August 17, 2020, Revised: November 4, 2020,  

Accepted: December 21, 2020

 Abstract: The National Institute for Environmental Studies (NIES) undertakes a broad range of environ-
mental research in an interdisciplinary and comprehensive manner. The Center for Global Environmental 
Research (CGER) has been founded with the goal of becoming the core center of the global environmental 
research field, of which the original concept included the “Global Environmental Database”. Since then, 
the “Global Environmental Database” has been evolving as the main data infrastructure of CGER in ac-
cordance with the changes in the times, for more than 3 decades. I start with reviewing the evolution of 
the “Global Environmental Database” in drastically changing circumstances surrounding data-driven cul-
ture, then I report our current activities and effort to promote open data, as well as remaining issues de-
spite the progress of technologies, and finally I share a prospective view.
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1.　 はじめに

私たちのあらゆる活動は，地球環境・地球資源に支えら
れている．近年，地球温暖化をはじめとした様々な環境問
題の社会への影響が無視できなくなっており，限りある地
球環境資源を中長期的な視点から適切に考慮しない経済成
長のあり方やその持続可能性が問われ始めている．このよ

うな時代背景の中で，環境データの利用価値は，年々高
まってきている．環境研究のテーマは多岐にわたるため，
使われるデータも分野ごとに特徴があり，データ公開への
関心や懸念も様々だが，研究データの公開・相互利用を促
進するうえで，どの分野にも共通して有効なのは，データ
公開基盤・データ管理基盤を整備することである．
国立環境研究所（以下，NIES）地球環境研究センター

（以下，CGER）では，Webベースのデータ公開基盤とし
て，地球環境データベース（Global Environmental Data-

base，以下，狭義で使うときは GEDと略す）を構築，
2014年から公開して運営している．しかし実際には，広
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義の“地球環境データベース”の構想は，CGERが発足
した，今から約 30年前からあったのである．本稿では，
CGERのデータ基盤として，形を変えながら発展してき
た“地球環境データベース”のこれまでの歩みを振り返る
とともに，近年の動きについても紹介する．以下，黎明期
から現在にわたる組織の変遷（第 2章），オープンサイエ
ンスに向けた現在の取り組み（第 3章），課題と将来展望
（第 4章）の構成で記述する．

2.　 地球環境データベースの歩み

1990年 7月に NIESが国立公害研究所から改組された
のに続き，同年 10月に，NIES CGERは，人類が地球環
境に及ぼす影響を科学的に解明し，的確な環境保全対策を
講ずるための基礎づくりを行うことを目的に，わが国の地
球環境研究にかかわる中核的機関として発足した．発足時
の業務内容の三つの柱は「地球環境研究の総合化」「地球
環境研究の支援」「地球環境のモニタリング」であった．
「地球環境データベースの整備・提供」は，発足当時から
「地球環境研究の支援」業務の一環として，「地球規模で生
じる環境変動に関する研究および環境行政施策遂行に必要
とされる地球環境問題に係る独自性と国際性を備えた各種
データを収集，蓄積し，それぞれのニーズに応じてその提
供を図る」と定義されていた [1]．

2.1　 黎明期
地球環境データベースの整備計画は以下の 3項目から
なっていた [2]．
①CGER独自のオリジナルデータベースの整備・提供．
②地球環境データに関する情報源情報の作成．
③他機関で整備済のデータベースの利用支援．
このうち，初期に中心となったのは，②③の項目であっ

た．インターネットが普及していなかった当時，世界各国
に散らばったデータベースに手紙等で利用申請を行い，必
要なデータを集めることは非常に時間と労力のかかること
であった．そこで，地球環境分野の研究者の需要の高い
データについて，データ項目・アクセス方法等をデータ
ベース化し，内容を画像等で分かりやすく紹介すること
で，研究者が必要なデータを探しやすくする機能を整備し
た．

1991年 5月には，1984年に国連環境計画（UNEP）が
設立した地球資源情報データベース（GRID）の世界 9番
目の協力センターとして，UNEP/GRID-つくばが CGER

に設立され，1992年 4月からデータ提供を開始した [3]．
組織体制としては，総括研究管理官，研究管理官，業務係
長がそれぞれディレクター，施設担当，事務担当を務め，
研究者が対外窓口および研究協力員として参画，データ提
供は研究所の環境情報センターの協力を得ていた．GRID

はデータの提供だけでなく，オリジナルデータの作成も奨

励しており，CGERでも衛星データを元にしたアジア植
生指数や二酸化炭素排出量予測値，全球土壌水分データな
どを GRIDネットワークに登録，提供した [4]．
当初は，GRID専用の情報処理機器類はなく，1台の
ワークステーションと NIESの大型計算機の磁気テープ装
置からのスタートだったが，パソコン，ミニコン，1991

年度末に導入されたスーパーコンピュータ等も利用して，
データの蓄積・管理・提供および画像解析技術の開発が行
われていた（図 1）．1993年度には GISを搭載した GRID

専用ワークステーションが導入された．
当時のデータ提供手順は以下のとおりであった [5]．

1)  利用者：電話・FAX等による利用申し込み．
2)  CGER：データ一覧（概要・データ量）と申請書の送

付．
3)  利用者：記入済申請書とデータ量分の磁気テープ送

付．
4)  CGER：データ複写後の磁気テープを郵送または宅配

便で返送（原則として着払）．
また，1995年には，Windows対応のパソコン上で動く

GRIDデータ表示ソフトウェア [6]を開発し，フロッピー
ディスクで配布していた．

2.2　 過渡期
1995年以降，急速なインターネットの普及により，世

界各国のデータセンターで業務内容が大きく変化した．
NIESも 1996年 3月末よりホームページを開設した（図
2）[7]．検索エンジンの登場により情報収集が容易になっ
たため，それまでのような情報源情報データベース（たと
えば環境に関する情報を所有する機関の情報源案内データ
ベース INFOTERRA [7]）は徐々に使われなくなっていっ
た．ネットワークを通じたデータの送受信も可能となった
が，回線はまだ遅く，2000年以前は，フロッピーや CD-

ROMを利用したデータ提供が行われていた（表 1）．

図 1　データベース機器構成（1992年当時）[3]より転載
Fig. 1　 The configuration of the global environmental database in 

1992 (reprinted from [3]).
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この流れの中で，CGERは，「自然科学」と「社会科
学」，両方の研究基盤情報をバランス良く整備すると同時
に，NIESにおける研究活動に立脚したオリジナルデータ
ベースの構築に重心を移していった．具体的なデータベー
ス構築は，各分野の研究者が中心になって行い，データ
ベース事業全体は研究管理官が統括していた．
この時期に，CGERおよび NIESの研究活動から様々
なオリジナルデータベース（温室効果ガス排出シナリオ，
排出インベントリ，炭素吸収源，森林生態系，温暖化影
響・対策，海面上昇，土地利用，マテリアルフロー等）が
構築された．また，地球環境モニタリングの共通基盤の整
備も始まった．なかでも，1997年に公開を始めた「産業
連関表による環境負荷原単位データブック（3EID）[8]」
は，分野のデファクトスタンダード的存在となり，現在に
至るまで非常に利用が多い．関連研究は今でも多方面で発
展し続けている．

2.3　 地球環境データベース推進室の設置
2001年度より独立行政法人化した NIESは 5年ごとの
中期計画の節目に組織も見直されるようになった．2006

年度からの第二期中期計画の開始を機に，CGER組織の
再編成が行われ，大気海洋モニタリング推進室，陸域モニ
タリング推進室とともに地球環境データベース推進室（以
下，DB室）が設置された．各推進室には研究者が配属さ
れ，研究管理官が中心となって運営されていた第一期まで
の体制と比べ，地球温暖化研究プログラムとの連携を強め
た運用体制となった．
この時期，CGERから発信する電子情報の質の多様化
および量の増大が急速に進んだこと，研究プログラムや研
究グループ独自でもウェブを通じた情報発信が可能になっ
てきたことから，CGER内の電子情報発信の管理運用体
制を見直し，DB室は，CGER基幹 www・データ提供
サーバ群の管理運用および，データ提供サイト・データ
ベース系コンテンツを担当する，という切り分けになっ
た．“サーバ群”の呼び名からも分かるとおり，この頃に
は，DB室が管理するサーバ室が確保され，開発系や冗長
系も含めると 10台以上のサーバやディスクアレイから構
成されるシステムを運用するようになっていた．
体制・システム整備が進み，DB室は，オープンサイエン

スの流れに乗り，研究データの発信等に力を入れられるよ
うになった．具体的な取り組みについて，次章で紹介する．

図 2　 国立環境研究所WWWサーバの概要（1996年 3月当時）[7]よ
り転載

Fig. 2　 The schematic of the global environmental database in 1996 

(reprinted from [7]).

表 1　CGER提供データベース一覧（2000年当時）[9]より転載
Table 1　 List of the databases provided by CGER in 2000 (reprint-

ed from [9]).
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3.　 CGERにおけるオープンサイエンスに向
けた取り組み

全球的な環境問題に取り組む地球環境研究分野は，国際
的にデータ相互利用のメリットが大きいことから，データ
の相互利用への関心や要望が高く，環境データの中では
オープンデータが進みやすい傾向がある．CGERは，地
上ステーション，船舶，航空機，人工衛星など，様々なプ
ラットフォームを用いた，日本最大の温室効果ガスの観測
網を持っており [10]，NIESの中でも積極的にデータ公開
体制を整えてきた．

3.1　 地球環境データ解析支援ツールの開発
CGERでは地球環境研究を担う所内外の多くの研究者

と連携し，研究支援ツールの整備を実施してきた．なかで
も歴史が長いのは，大気観測データの解析・検証に使われ
る気塊の移動経路すなわち流跡線（トラジェクトリ）の算
出ツールである．1987年に NIESで開発されたトラジェ
クトリ解析モデル [11]を，1994年に UNIX機に移植し，
対話型操作環境を整え，大気物理や計算機利用の専門知識
がなくとも利用できるようにした [12]．2001年には，研
究者が自分の PCにインストールし，入手しやすい気象
データを用いてトラジェクトリの算出や気象場の表示がで
きるツールとして，ソースコードの提供を開始した [13]．
2002 年からは，このツール METEX（Meteorological 

Data Explorer）は，オンライン計算サービスを開始し，
産官学交えた様々な分野から広く利用されるようになっ
た．計算結果の例を図 3に示す．2015年には大気環境学
会年会の特別プログラムとしてMETEXワークショップ
を開催し，開発・提供側と利用側の交流をはかった [14], 

[15]．このほかにも，CGERでは，トレンド解析やフット
プリント計算等の解析支援ツールを開発・提供してい
る [16]．

3.2　 モニタリングデータの準リアルタイム表示（速報値）
2006年度より環境省からの受託業務として温室効果ガ
ス観測データ解析システムの開発を行った．ここでは，気
象庁が運営する世界温室効果ガスデータセンター
（WDCGG）のデータ検索や可視化を行うためのサポート
サイトを開発したほか，CGERによる温室効果ガスモニ
タリングデータの準リアルタイム表示を開始した．CGER

の地上ステーションで観測している CO2濃度データを毎
時アップデートするとともに，日平均，月平均，年平均の
ほか，週，月，年間の時間変化をみられるようにした．
WDCGGサポートサイトは，2018年にWDCGGサイト
がリニューアルに伴うデータフォーマットの変更をきっか
けに公開を終了したが，CO2濃度データの準リアルタイ
ム表示等の機能は，後述の地球環境データべース（GED）
の一環として継続している [17]．

3.3　 地球環境データベース（GED）の構築
地球環境データベース事業のホームページは第一期中期
計画期間中（2001–2005）に作成，第二期中期計画期間中
（2006–2010）に再構築を行った．その際，コンテンツの内
容に応じて分類・メニュー化し，ユーザがコンテンツを探
しやすくなるよう工夫した．しかし，コンテンツ提供画面
がばらばらで統一感に欠ける，日々新しいデータが更新さ
れているページと，過去のデータブックを載せているペー
ジが同列で並んでいるなどの問題点が残ったため，第三期
中期計画（2011–2015）に入り，ホームページ構成の大幅
な見直しを行った．特に，それまでトップページからデー
タ検索を行うことができなかったため，新たに「データ検
索」「観測地点マップ」「メタデータ検索」の三つのデータ
検索機能を追加し，「Googleカスタム検索」も利用できる
ようにした（図 4）．

図 4　検索機能を追加した DB室 HPトップページ（2011年当時）
Fig. 4　 The renewed top page of the CGER Database Office with 

search function (in 2011).

図 3　 波照間ステーションで観測された CO2濃度変化と
対応する流跡線

Fig. 3　 Time series of CO2 concentration observed at Hateruma 

monitoring station and corresponding trajectories calculated 

by METEX.
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2011年度からは，文部科学省の予算による「地球環境
情報統融合プログラム（DIAS-P）」（DIAS II期）が開始
され，NIESも CGERを中心に参画することとなった．こ
の期間に，CGERが取得してきた地上・海上・上空の温
室効果ガス観測データやフラックス観測データについて，
DIASフォーマットでのメタデータの作成と DIASへの登
録を行った．また，3.1節で紹介した解析支援ツールも
DIASからの利用を可能にした [18]．ただし，DIASにメ
タデータは登録したものの，DIASから直接のデータセッ
ト提供は行っていなかった．
この時点で，CGERが取得している温室効果ガスの大
気中濃度や，海や陸域におけるフラックスといったデータ
は，3.2節で紹介した速報値提供を除くと，NOAA（米国
大気海洋庁）の Global Monitoring Laboratoryによる大気
観測データベースをはじめ，WDCGG，表層海洋 CO2

デ ー タ ベ ー ス（Surface Ocean Carbon dioxide Atlas: 

SOCAT），二酸化炭素情報分析センター（CDIAC），全球
の CO2フラックス観測ネットワーク（FLUXNET）等の国
際的データベースを通じて，もしくは研究者への個別リク
エストにより提供されていた．しかし，品質管理（Quality 

Control:QC）を行った観測データを，各データベース用の
フォーマットに直してからデータを提出し，それが各デー
タベースから公開されるまでの手間や時間を考慮し，より
迅速に CGERからも直接データ提供できる仕組みとして，
GEDの開発を行い，2014年 5月より一般に公開した．

GEDのデータ提供サイトでは，「データベース」「速報
値」「解析支援」「関連データ」「データ検索」の各メ
ニューがグローバルナビゲーションから利用できる [19]．
「データベース」では，地球環境モニタリング事業による
観測データを中心に，各モニタリング実施者による QC済
のデータを公開している．データ提供者によるオリジナル
フォーマットまたはメタ情報付のテキスト形式（NASA 

Amesフォーマット）でのファイルダウンロードが可能な
ほか，自動グラフ作成（クイックプロット）機能により
データをダウンロードすることなく素早く概観することが
できる．「速報値」では，温室効果気体の観測値を QCに
かかわらずいち早く提供しており，早急に現況を把握した
い場合に有用である（3.2節も参照）．「解析支援」では，
GEDが提供するデータをユーザが解析するのに役立つ
データやオンラインアプリケーションを提供している
（3.1節も参照）．「関連データ」では，これまで CGERが
かかわってきた幅広い分野にわたる研究成果・データを
テーマ別に一覧できる．これらの中には，NIESの他の部
門との協力で作られているコンテンツや，データそのもの
以外に研究報告（CGERレポート等）も含まれる．「デー
タ検索」では，サイトに含まれる幅広いデータをプロジェ
クト横断的・分野横断的に条件絞り込み検索できる．ま
た，観測地点マップからの検索やメタデータ検索も可能で

ある．
地球環境データベースの現時点での規模としては，デー
タベースから直接ダウンロードできる提供データ量は約
370 GB，それらを含む，サイト全体から提供している
データ総量は約 1.2 TBである．なお，現在観測中の，温
室効果ガス観測技術衛星 GOSAT（Greenhouse gases Ob-

serving SATellite）および GOSAT-2については，プロ
ジェクトとしてデータ提供を行っているため，そのデータ
量は数えていない．

3.4　 研究データへのDOI付与
2015年，GEDから提供する研究データにデジタルオブ

ジェクト識別子（DOI）を付与したい，という複数のデー
タ提供者からの要望があった．当時，学術論文への DOI

登録は一般的になりつつあったが，研究データへの DOI

付与は，世界的にも始まったばかりであった．国内の動き
を調べたところ，ちょうど 2014年 10月から「研究データ
への DOI登録実験プロジェクト」[20]がジャパンリンク
センター（JaLC）により実施されており，DIASの参画
機関の一つとして参加した．このプロジェクトでは，国内
の 10を超える研究機関が JaLCのメタデータ登録システ
ムのプロトタイプを用いた DOI登録実験を行い，課題を
洗い出して議論を重ね，「研究データへの DOI登録ガイド
ライン」[21]を作成した．

DOI登録において課題となったのは，アクセス持続性
の保証である．NIESは国立研究開発法人であり，中長期
計画ごとに組織改編が行われるため，CGERという組織
単位は DOI登録の主体にはふさわしくない．そこで，所
として DOI付与機関となるため，研究データへの DOI付
与の仕組みについて研究所内において具体的な検討を始め
ると同時に，関連する環境情報部・企画部・理事室への働
きかけを行った．その結果，2015年 10月には，幹部の合
意を得ることができ，2016年 6月，NIESは JaLCの正会
員となった．また，ランディングページの作成および
XMLファイルを用いた DOI登録申請は，所の管理部門に
位置する環境情報部が担当することになった．CGERの
作業としては，DOI付与データの選定，メタデータの作
成，ランディングページ案の作成，データ登録用 XML

ファイルの作成等を行うワークフローを整えた．2016年 9

月 1日，NIESとして初めて研究データに DOIを付与して
公開した．登録したデータの DOIは，研究データに DOI

登録を行う国際的なコンソーシアムである DataCiteに登
録され，DataCiteの検索画面からも検索できる．
データに DOIを付与することで，データ引用はもちろ
ん，バージョン管理等，公開データの管理もしやすくなる
ため，研究者からの需要も多く，GEDからのデータ公開
のインセンティブにもつながっている．GEDからの DOI

登録は順調に数を増やしており，2020年 8月現在，合計
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19データセットに DOIを付与して公開中である．（なお，
CGER以外の研究ユニットからも環境情報部が DOI登録
を受け付けており現在までに 2件が登録された．）

3.5　 研究データ管理システムの開発
2016年からの第四期中長期計画では，DB室は地球環境

データ統合解析推進室と名を変え，データ発信にとどまら
ず，研究活動を促進する基盤作りを視野に入れ業務を展開
している．オープンサイエンス推進の潮流に加え，研究不
正対策，研究資金の助成機関の要請などから研究データを
適正に管理する必要性が高まっており，これを実現するた
めの基盤として，2018年度より，研究データ管理システ
ム（RDMS）の設計・開発を開始した（図 5）．
開発中の RDMSは，研究者，研究チームが効率的に研
究データを管理・共有するためのシステムで，Webアプ
リケーションベースでメタデータの作成，データのバー
ジョン管理，データ固有の識別子（DOI）付与，データ公
開支援等をチーム内で協働しながら行うことができる．ま
た，バックエンドで動く統合データベースを通じて，デー
タ公開基盤としての基幹データベース GED（3.3節参照）
と連動させられるため，データ公開がスムーズになり，
データ利活用の促進にもつながる．競争的資金獲得のため
の DMP（Data Management Plan）を作成するうえでも
データの管理体制を整備しておくことは重要であり，研究
公正の観点からも，論文のエビデンスデータを共通基盤で
安定して管理することが望ましい．2020年現在，CGER 

RDMSは所内ユーザを対象にプロトタイプ試験運用を行
うなど，次期中長期計画からの本格運用開始を目指し，機
能の実装・改良を進めている．

4.　 課題と展望

約 30年にわたる，地球環境データベースの展開を見て

きたが，紙媒体から電子媒体へ，扱えるデータ容量の増
大，通信技術の発達等，テクノロジーの急速な発展が，
データ基盤に求められる役割を大きく変えていったことが
分かる．インターネットの普及により，世界規模での情報
流通が劇的に容易になった．一方で，AIやビッグデータ
解析まで行かずとも，日々の研究活動から生み出される
データの量も爆発的に増えている．データ転送のコスト・
時間を抑えるため，データを手元に持ってくることなく，
データを保管している基盤周辺で解析したいという要望が
上がっているなど，基盤の発展とともに，利用側の要求も
上がるため，技術開発は留まるところを知らない．それで
も，この 30年の間に，データ基盤の発展のおかげで，
オープンサイエンスの流れが実行を伴うようになってきた
のは確かであろう．
しかし，研究の現場におけるオープンサイエンスに向け
た課題は，まだまだ人的要因が大きい．データ流通がなか
なか進まない要因を以下に挙げてみる．一つ目は動機不足
である．そもそもデータをなぜ公開する必要があるのか分
からない，自分の成果を出してからデータを公開したい，
とデータを抱えてしまう．データ相互利用文化が浸透して
いないため，メリットが感じられる前に不安が先立ってい
ると考えられる [22], [23]．二つ目は，知識不足である．リ
ポジトリ，メタデータ，識別子，研究データマネジメント
等，よく聞くけれど，一体何をすればいいのか分からない
研究関係者もまだ多い．三つ目は，リソース不足である．
データを公開したくても，ストレージ容量や支援人材，時
間が足りない．セキュリティ対策，バックアップといった
データ管理の支援に加え，データの前処理（値の整合性確
認，フォーマット変換等），メタデータ作成や識別子付与
にも人手が必要である．
これらの課題を解決するには研究者の理解・意識の向上
が期待されるが，組織としても，啓蒙活動のほか，ポリ
シーの策定等を行う必要がある．2017年，NIESは「積極
的にデータ公開し，国の研究開発成果の最大化に資する」
という方針の下，研究所としてデータポリシー [24]を策
定した．これは，内閣府の「国立研究開発法人における
データポリシー策定のためのガイドライン」[25]策定の前
年にあたり，国としての動きに先んじた取り組みだった．
しかし，このデータポリシーは理念的なものであり，現場
のインセンティブ向上には，より実質的な支援が欠かせな
い．NIESでは，国立情報学研究所の運営する機関リポジ
トリサービス「JAIRO Cloud」を利用した機関リポジト
リを 2021年から運用する予定だが，研究データを含めた
利用のルール，運用体制の整備，支援人材の拡充など，課
題を残している．
なお，研究者の意識が変わるのは，実は内部からの働き
かけよりも外的要因の効果が大きいようだ．最近，論文投
稿時に根拠データの公開を要請してくる学術雑誌や出版社

図 5　CGERの研究データ基盤（GEDと RDMS）
Fig. 5　 The research data infrastructure of CGER (GED and 

RDMS).
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が増えているため，論文投稿前の研究者からデータ公開の
相談を受けることが多くなった．GEDは DOIを付与した
研究データ公開を迅速に行うことのできるリポジトリとし
て，実質的に研究活動を支援することができるし，Win-

Winの関係でデータ公開が進むようになった．今後，
データ管理・公開が進むかどうかも，国や世界各国の学術
コミュニケーションの形態や，資金提供機関の姿勢の在り
方に大きく影響されることが予想される．
さて，これまで挙げた課題をすべてクリアして，データ

公開に漕ぎつけたとしても，データが有効に利活用をされ
ているかという課題が残る．データを公開したことで満足
してしまい，データの見つけやすさ・アクセスの容易さ・
データの品質情報やメタデータの分かりやすさの向上，
データ利用条件の簡素化や無償提供の実現など，データの
利活用を促進するところまでは手が回らない現場も多いの
ではないか．
データ利活用に関しては，同分野・異分野間での連携が

不可欠であり，視野を拡げる必要がある．3.4節で述べた
研究データへの DOI付与プロジェクトでできたコミュニ
ティを元に，2016年に JaLCにより「研究データ利活用
協議会（RDUF）」が設置された．その小委員会である
「ジャパン ･データリポジトリ ･ネットワーク（JDARN）」
の一員として，国内機関のリポジトリ関係者・有識者と共
同で国際的に信頼されるリポジトリの要件等のとりまとめ
や，2019年に内閣府が公開した「研究データリポジトリ
整備・運用ガイドライン」[26]のドラフト作成等の活動を
通して，GEDのリポジトリとしての立ち位置や目指すと
ころを見直すことができた．自機関を動かすためにも，機関
を超えた連携は重要であり，関連する国内・国際会議に参加
するなどして積極的にネットワーク構築を心がけている．
近年，整備が進みつつある機関リポジトリや，分野や機

関を特定しない汎用リポジトリとの住み分けも大切であ
る．汎用リポジトリの中には，ユーザインタフェースが洗
練されていてデータの登録から公開までが速いものも多
く，手軽に利用できる．ただし，地球環境モニタリングの
ように，長期間継続して系統的に取得しているデータの場
合，独自リポジトリから公開することで，データセットの
履歴や，関連データを含めた全貌を見せることができるメ
リットは見逃せない．GEDは分野リポジトリの一つとし
て，地球環境データをとりまとめ，さらに世界規模の分野リ
ポジトリと有機的につながって行くことを目指している．
おわりに，もう一度“地球環境データベース”の初心を

振り返ってみたい．市川惇信元国立環境研究所所長
（CGER初代センター長）は，地球環境に取り組む研究シ
ステムを「分散型の巨大科学」と特徴づけた [27]．巨大か
つ複雑な「地球環境システム」にかかわる期限付きの課題
へのアプローチであるから，現象解明を待つことなく，影
響評価，政策への反映を並行して進める必要がある．つま

り，地域的にも分野的にも分散している研究者同士が学問
領域を超え，国を超え，緩やかな種々のネットワークを形
成しながら研究目標を明らかにしていき，分担して進めた
研究を最後に集約して政策に反映させるというプロセスが
取られる [28]．それを支える情報システムは，単にデータ
を提供するだけでなく，社会の意志決定・政策判断に使わ
れることを意識したシステム設計が望まれる [29]．
立ち上げから 4年ほどの地球環境データベースの将来展

望につき，このように書かれている [30]．“最後に，地球
環境データベースは，ハード，ソフトの整備，中身となる
データの内容に力点を置くのは当然であるが，さらに，地
球環境という性格上，各国のデータ・情報センターとの
ネットワークづくり，さらには各分野の研究者とのネット
ワークづくりを進めていくことも不可欠である．このため
には，国内だけでなく，国外に向けて最新の情報を積極的
に発信していく必要がある．人的，予算的な面で制約も多
いが，こうした努力の積み重ねによって，5年後には，日
本から世界への情報発信の中心的センターを目指して努力
していきたい．”
四半世紀以上が経った今，これらの目標は達成されてい
るとは言えない．ただ，組織も担当者も入れ変わり，デー
タを取り巻く状況も大きく変わった今もなお，同じ目標に
向けて努力・発展を続けているということ，少しずつでは
あるが目標に近づきつつあることをここに報告したい．
謝辞　まず，これまで地球環境データベースの運用に携
わってこられた皆様に敬意を表明したい．特にこの原稿作
成にあたりご助言いただいた西岡秀三氏，原澤英夫氏，森
口祐一氏，向井人史氏に謹んで感謝する．三枝信子氏，福
田陽子氏，尾鷲瑞穂氏には特に DB室の活動を支えていた
だいている．資料収集にご協力いただいた CGER交流推
進係の皆様に感謝する．また，2015年頃より主に DIAS

の情報系参加者からなる「オープンサイエンス勉強会」の
場で，筆者のオープンサイエンスに対する理解・意識の向
上がはかられた．勉強会のメンバーに感謝の意を表する．
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